
千葉県浦安市（一般市）

３実施方法について

実施方法 自立相談支援事業含む三事業を直営、子どもの学習・生活
支援事業、その他事業（ひきこもり相談事業）を委託（単
年、随意契約）にて実施。

事業費 6,945千円（自立相談支援事業）

理由
（直営）

庁内他制度担当部署や関係機関との連携が図りやすく、ま
た困窮者の早期発見が行いやすい。就労準備支援、家計改
善支援も直営実施。

事業概要 ○直営事業に関しては４名の職員で実施しており、相談支
援員、就労支援員、就労準備支援員、家計改善支援員を兼
任し、ユーティリティープレイヤーとして機能している。
○庁内他制度との連携がとりやすく、密接な関係にある生
活保護ケースワーカーも必要に応じて同席面接を行ってい
る。相談者に対する支援全体を見渡しながら、支援を行う
ことができる。

その他
特記事項

○市役所内の同一フロアー内で週に１回ハローワークの巡
回相談があり一体的な就労支援を行っている。
○おおむね16歳以上のひきこもり状態にある本人やその家
族からの相談に応じており、本人の希望にそった、適した
場所や通所先につないでいる。

４事業実績（H30年度）

５事業実施のポイント

１市の概要（H30年度） ２支援状況調査（H30年度）

人口

保護率

人

％

168,852

0.9

自立相談支援事業

６取り組んで良かったこと

・庁内で行うため福祉関係以外の部署等との連携や理解も得られやす

く、困窮者の早期発見につながる

Point
○支援員が各事業を横断的に支援することにより、伴走型の支援を展開
○直営の強みを活かし、福祉分野だけでなく税や教育等幅広い分野で円
滑に連携

新規相談受付件数人口１０万人当
(件）

プラン作成件数人口１０万人当(件）

就労支援対象者数人口１０万人当
(件）

就労・増収率(％）

17.9

4.5

1.6

51.5

一月当たり

一月当たり

一月当たり

新規相談
受付件数

プラン
作成件数

就労支援
対象者数

就労者数 増収者数

363人 92人 33人 14人 14人

自立相談
支援窓口

住宅担当部門

学校・
教育委員会

消費生活
センター

税、給食費、奨
学金担当部門等

・弁護士（千葉県弁
護士会と連携して月

１回の巡回相談会を
実施）
・司法書士
・ハローワーク
・NPO法人
・民生委員

・貸付（社会福祉協
議会等）
・庁内関係部署

等

福祉部門以外にも制度の説明の機
会を設け、困りごとがある方がいた
ら繋いでいただける体制づくり

・課題を整理し、継続的な支援
を行う。または適切な相談機関
がある場合には同行して繋ぐ

・緊急的な支援としてフードバ
ンクと連携した食料支援や、窓
口で独自の食料・カセットコンロ
の貸し出しを行う

多重債務者、家計管理に問
題ある方や相談先が無い方
等の把握

家賃等の滞納者や家庭内の
問題が疑われる方等の把握

困窮世帯や卒業後の生活
に不安がある方等の把握

各種滞納をしている世帯の把握（税
部門に依頼し、差押え予告通知に窓
口のチラシを同封することで、相談件
数の増加につながった）

○市役所における一体的な取り組み


